
製品安全関連法令の手続き電子化

2020年3月
経済産業省

産業保安グループ
製品安全課

資料5-1



産業保安・製品安全関連法令手続の電子申請システム（保安ネット）の概要
 現状、産業保安・製品安全関連法令（電気、LPガス、都市ガス、火薬類、鉱山、製品安全）に基づく申請・届
出等の件数は年間25万件以上あり、その全てが紙で提出されている状況。

 官民双方における抜本的な業務効率化を図るため、高いユーザビリティを持つ電子申請システム『保安ネット』の
開発を昨年度から開始し、今年度システムが完成。

 製品安全関連法令では、2020年2月17日（月）より対象手続きの運用を開始。

 事業者においては、届出書の作成や提出がインターネット上で行えるようになり、届出書の内容不備の確認や
経済産業局への訪問、問い合わせに係るコストが軽減される見込み。

 経済産業省においては、一元的に届出書の受理やデータの管理ができるようになり、形式的な業務が大幅に削
減される。

 2020年度は、保安ネット開発後の保守・運用のフェーズに入り、実際に事業者に利用して頂いた際の要望等を
踏まえ必要となる改善点等を明確にし、更なる利便性向上を目指す。

事業者 経産局側

届出データの利活用
届出時に得た各種データを
幅広く業務に活用。
より効率的な法執行を実現。

○届出をインターネット上で提出
経産局への郵送、訪問コストを削減

届出の受理○届出受理をメールでお知らせ
管轄局で届出を受理した後は、自
動的に提出者にもその旨をお知らせ

届出をインターネット上で作成
プルダウン等ユーザーフレンドリーなインター
フェースを構築。
形式的な入力不備をシステムが感知する
ことで、お電話やFAX等による事前お問
い合わせの大幅な削減が可能。 データべースの構築
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（参考）保安ネットで電子化の対象とする全法令手続
 年間25万件以上の申請・届出等の件数があるうち、特に電子化による効率化が期待できる22の手
続を電子化の対象に選定（全体の約86％をカバー）。
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今後の展開範囲104手続
➔約36,700件（14%)

製品安全 4手続
➔約4,977件（2%)

電気 8手続
➔約205,000件（79%)

申請件数※ カバー率

※ 出典：経済産業省本省での平成29年度監督部・
経産局別申請件数の取り纏め結果より

都市ガス・LPガス・鉱山・火薬類 10手続
➔約12,904件（5%)

（都市ガス）

（LPガス）

（火薬類）
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（参考）広報用パンフレット
表 裏
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